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入 札 公 告 
 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和５年２月２日 

                    支出負担行為担当官 

参議院庶務部会計課長 高嶋 久志 

 

１．調達件名 

参議院インターネット審議中継システム外 4Web システムの更新に係る調達支援業

務 

２．調達案件の特質等 

仕様書による。 

３．履行期間 

令和 5 年 4 月 3 日から令和 6 年 1 月 12 日まで。 

４．履行場所 

詳細は仕様書による。 

５．電子調達システムの利用 

本調達は「電子調達システム」を利用し、入札説明書等の交付、競争参加資格確認

資料等の提出及び入札を実施するものとする。ただし、紙による交付及び提出も可と

する。 

６．入札方法 

(1) 入札金額には、上記１．に掲げる入札案件の見積総額を記載すること。なお落札

決定に当たっては、入札書に記載された入札金額に当該金額の 10 パーセントに

相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

(2) 入札書の記入及び提出については、「入札において遵守すべき事項」を参照のこ

と。 

７．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条の規定に該当しない者

であること。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のた

めに必要な同意を得ている者については、この限りではない。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和 4・5・6 年度参議院競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」でＡ、

Ｂ又はＣの等級に格付けされた者、又は当該競争参加資格を有していない者で、
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下記９．(4)競争参加資格確認資料提出期限までに競争参加資格審査を受け、競

争参加資格者名簿に登載され、当該等級に該当した者であること。 

(4) 請負事業者としての資格要件及び実績 

ア 資格要件 

ISMS 認証基準 JIS Q 27001（ISO/IEC 27001）による ISMS 適合性評価制度に基づく

認証取得事業者 

イ 実績 

平成 29 年４月１日以降に、以下の①～④に関し、それぞれ a.調査、調達支援等の

コンサルティング業務、b.設計、構築業務のいずれかを、元請として実施した実績

を有すること。 

①インターネットでの公開を目的とした Web サーバ 

②パソコン及びモバイル端末（スマートフォン及びタブレット端末）からの視聴が

可能なインターネットによる動画配信システム 

③クラウドを用いたシステム 

④国、独立行政法人及び地方公共団体における調達額 80 万ＳＤＲ以上の調達（「a.

調査、調達支援等のコンサルティング業務」の場合は、調査、調達支援等の対象） 

(5) 作業責任者及び作業担当者の資格要件及び実績 

ア 資格要件 

（ア）作業責任者 

以下の①又は②の有資格者あるいは、①又は②に相当する業務経験者とする。有資

格者であれば別添でこれを証明する資料（証明書の写し）を提出することとし、資

格がない場合は相当と認められる根拠を記述し提出すること。 

① 情報処理技術者試験制度のプロジェクトマネージャ試験の合格者 

② 米国 PMI 認定の PMP（Project Management Professional）資格保有者 

（イ）作業担当者 

以下の①、②、③又は④の有資格者あるいは①、②、③又は④に相当するいずれか

１件以上の業務経験者とする。有資格者であれば別添でこれを証明する資料（証明

書の写し）を提出することとし、資格がない場合は相当と認められる根拠を記述し

提出すること。 

①情報処理技術者試験制度のネットワークスペシャリスト試験の合格者 

②情報処理技術者試験制度の情報セキュリティスペシャリスト試験の合格者 

③情報処理技術者試験制度の情報処理安全確保支援士試験の合格者 

④技術士法に基づく技術士（情報工学部門） 

イ 実績 

作業責任者は a.調査、調達支援等のコンサルティング業務、b.設計、構築業務のい

ずれかについて作業責任者以上に相当する業務担当者として、作業担当者は作業担
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当者以上に相当する業務担当者として、それぞれ合計３年以上の業務実績を有する

こと。 

また、平成 29 年４月１日以降に、以下の①、②及び③に関し、それぞれ a.調査、

調達支援等のコンサルティング業務、b.設計、構築業務のいずれかについて、作業

責任者は本仕様書で定義する作業責任者以上に相当する業務担当者として、作業担

当者は本仕様書に定義する作業担当者以上に相当する業務担当者として、それぞれ

実施した実績を１件以上有すること。 

なお、受注中の案件であっても、a については対象案件が入札公告期間中又は入札

が終了している案件、b については本番移行まで終了している案件は、上記の実績

とみなすものとする。 

① インターネットでの公開を目的とした Web サーバ 

② パソコン及びモバイル端末（スマートフォン及びタブレット端末）からの視聴

が可能なインターネットによる動画配信システム 

③ クラウドを用いたシステム 

(6) 支出負担行為担当官が別に指定する誓約書に暴力団等に該当しない旨の誓約が

できること。 

(7) 参議院から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(8) 各府省庁等から指名停止等の措置を受けている期間中の者でないこと。 

８．入札者に求められる義務 

この一般競争入札に参加を希望する者は、次の（1）から（6）に記す競争参加資格

確認資料等を９．(4)のとおり提出すること。 

(1)  令和4・5・6年度資格審査結果通知書 

（全省庁統一資格）の写し                    1 部 

(2) 事前見積書                           1 部 

(3) 暴力団排除に関する誓約書                    1 部 

(4) 指名停止等に関する申出書                    1 部 

(5) ７．(4)及び(5)に示す実績及び資格要件等を証明する書類      各 4 部 

(6) 担当者連絡先（名刺の写し等）                  1 部 

提出された書類は参議院において審査を行うものとする。この審査に合格した者の

み、入札に参加できるものとする。 

支出負担行為担当官から当該書類について説明を求められたときは、これに応じな

ければならない。 

９．入札書の提出場所等 

(1) 電子調達システムのＵＲＬ、入札書等の提出場所及び契約条項を示す場所 

 政府電子調達システム（ＧＥＰＳ） https://www.geps.go.jp/ 

 「調達ポータル」https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/UZA01/OZA0101 
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〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-16 参議院第二別館東棟１階 

参議院庶務部会計課契約係 

(2) 問合せ先  

入札手続関係：参議院庶務部会計課契約係 石川 晃  

            〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-16 

 電話 03-3581-3111（内線 74325） 

メール kaikei-keiyaku@sangiin-sk.go.jp 

仕様関係：参議院庶務部広報課  電話 03-5521-7475 

 (3) 入札説明書等の交付方法 

入札説明書等は電子調達システムによりダウンロードにて交付する。なお、紙に

よる交付を希望する場合は、９.(1)参議院庶務部会計課契約係において交付する。

また、電子データによる交付を希望する場合は、９.(2)のメールアドレスに連絡す

ること。その際、メール本文に調達件名、社名、担当者名、電話番号及び送付先メ

ールアドレスを記載すること。 

(4) 競争参加資格確認資料等の提出期限 

令和 5 年 2 月 24 日（金）17 時 

提出場所：９.(1)のとおり。 

 電子調達システム利用、持参、メール又は郵送により提出すること。 

（郵送による場合は書留郵便とし、必着のこと。） 

(5) 入札書の提出期限及び場所 

令和 5 年 3 月 13 日（月）17 時 

提出場所：９.(1)のとおり。 

電子調達システム利用、持参又は郵送により提出すること。 

（郵送による場合は書留郵便とし、必着のこと。） 

(6) 開札の日時及び場所 

令和 5 年 3 月 14 日（火）11 時 

〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-16 

参議院第二別館東棟１階会計課会議室 

（7）(4) から（6）については、電子調達システムにおいてシステム障害が発生した

場合には、別途通知する日時に変更する場合がある。 

10．入札説明会 

入札説明会は特に設けないので、９．(2)の問合せ先に適宜照会すること。 

11．入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反し

た入札を無効とする。 

12．落札者の決定方法 
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入札書に記載された金額が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づき作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

13．その他 

(1) 契約書作成の要否 要 

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(3) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 


